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我が国の事業体課税の課題
─日米間で生じるハイブリッド・ミスマッチとBEPS行動計画─
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序章　はじめに

　今日、グローバル市場を勝ち抜くため、多国籍企業にとって適法な租税

軽減策は競争力強化のために当然の手法となっている。一方、多国籍企業

が多様な税務スキームを駆使して行き過ぎた課税逃れを行っていることへ

の批判が高まっている。国際的なアグレッシブな税務戦略が発展するにつ

れて、先進諸国は苦しい税収不足に陥っている。そこで国内法及び租税条

約を国際的な標準となるレベルまで整備することが国際税務の課題となっ

てきた。2012年６月、OECD１（経済協力開発機構）とG20２でBEPS（Base 

Erosion and Profit Shifting、税源浸食と利益移転）プロジェクト３が設け

られ、具体的な国際ルールの制定を目指してきた。2015年10月６日、

OECDがBEPSプロジェクトの最終報告書を公表し、15項目の行動計画に

ついて、各国で具体的な検討が進められている。日本政府もOECDの提

案を受けて、税制改正によって二重非課税を解消する構えである。しかし

BEPS行動計画に法的な拘束力はなく、各国が足並みそろえて税制を見直

すには至っていないのが現状である。

　ところで、多国籍企業の課税逃れスキームには、必ずと言っても過言で

はないほどハイブリッド・ミスマッチによるスキームが組み込まれてい

る。ハイブリッド・ミスマッチとは、国によって租税法上のルールが異な

る結果として、一方の国における税効果と他方の国における税効果がマッ

チングしない現象である。本稿では、ハイブリッド・ミスマッチに度々利

用される米国連邦税法上のチェック・ザ・ボックス規則と関連付けながら

ハイブリッド・ミスマッチの考察を進める。

　第１章では、ハイブリッド・ミスマッチとは何かを明らかにするため

に、ハイブリッド・ミスマッチを定義付ける。そして、ハイブリッド・ミ

スマッチを生み出すためにしきりに利用される米国連邦上のチェック・
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ザ・ボックス規則４について検討する。さらに、日本IBM社の事案５を用

いてハイブリッド・ミスマッチの問題点を具体的に示す。

　第２章では、ハイブリッド・ミスマッチに対するOECD及びG20の動向

を追う。2015年10月６日に発表された、BEPSプロジェクトの最終報告書

を概観した後、「複数国間の税務上の取り扱いの差異の効果を無効化する

措置」に関するOECDの報告と解決策の提案を紹介することとする。

　第３章では、OECDの提案に対する、日本政府の動向を述べる。日本政

府が二重非課税を解消するために改正した「外国子会社配当益金不算入制

度」について取り上げる。

　最後に、本稿での議論を踏まえて、日本のハイブリッド・ミスマッチの

今後の課題を導き出す。

第１章　ハイブリッド・ミスマッチの定義と問題点

　本章では、まずハイブリッド・ミスマッチという租税回避スキームにつ

いて検討する。次に、IBM社の事例を用いて、具体的に問題点を指摘す

る。最後に、ハイブリッド・ミスマッチを生み出す際にしばしば用いられ

る米国連邦上のチェック・ザ・ボックス規則についても言及する。

１−１　ハイブリッド・ミスマッチの定義

　事業体が税務上どのように扱われるかは、税務戦略において多大な影響

を与える。事業者が事業を行う場合、どのような形態を利用するかは事業

者の選択に任されている。事業体に対する課税上の取り扱いは国によって

異なり、近年では、各国事業体の税務上の扱いの違いを意図的に生み出

し、税負担を軽減している多国籍企業が、世界的に多く見受けられる。あ

る事業体が法人格を有している場合には、事業体には法人税が課税され、

次いでその事業体から利益の分配があった段階で構成員が課税されること
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に対し、組合形式の事業体を利用した場合には、法人格を有していないこ

とから、事業体段階での課税が回避され、構成員段階のみ課税となる６。

一般的に、一方の国では、団体課税され、他方の国でパス・スルー課税さ

れる事業体のことをハイブリッド・エンティティ（hybrid entity）とい

う７。なお、ある国の租税法上はパス・スルー・エンティティとして扱わ

れ、他の国の租税法上は法人として扱われるような事業体は、パス・スル

ー・エンティティ扱いをする国の側からはハイブリッド・エンティティ

（hybrid entity）、法人扱いをする国の側からはリバース・ハイブリッ

ド・エンティティ（reverse hybrid entity）と呼ばれる８。本稿ではハイ

ブリッド・エンティティとリバース・ハイブリッド・エンティティを区別

せずに広くハイブリッド・エンティティとする。さらに、国によって租税

法上のルールが異なる結果として一方の国における税効果と他方の国にお

ける税効果がマッチングしない現象をハイブリッド・ミスマッチと定義し９

問題視する。

１−２　米国税法におけるチェック・ザ・ボックス規則

　ハイブリッド・ミスマッチを意図的に生じさせるため、多くの企業がチ

ェック・ザ・ボックス（check-the-box）規則を活用した税務戦略を行っ

てきた。チェック・ザ・ボックス規則とは、キントナー規則10に代わって

1996年12月に導入された、米国財務省規則（regulation）であり、米国の

納税者が課税される事業形態（法人、パートナーシップ、支店等）を法律

上の概念に関係なく、税法上の規定のもとで判定することを認めている制

度である11。チェック・ザ・ボックス規則では、まず会社段階で当然に所

得課税に服するもの、例えば株式会社のようなものを「当然法人（per se 

corporation）として抜き出し、そして、それ以外の「適格エンティティ」

については、納税者の選択により、団体課税方式かパス・スルー課税方式

かのいずれかを選ぶことができる12。チェック・ザ・ボックス規則によっ
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て米国での事業体の扱いを自由に選択し、各国での税務上の事業体の取り

扱いに差異を生じさせることで両国の税効果にミスマッチが生じる。チェ

ック・ザ・ボックス規則の導入によって、事業体の判定に係る裁判が減っ

たものの、意図的なハイブリッド・ミスマッチによる大幅な節税など新た

な問題が生じている13。

１−３　日本IBM社の税務戦略の考察

　事例をもとに具体的にハイブリッド・ミスマッチについて検討するた

め、日本IBM社（International Business Machines Corporation）の事

件から日本IBM社の税務戦略について考察する。日本IBM社の事件とは、

米国IBMの子会社である日本IBM（日本法人）グループの特定有限会社

が、東京国税局から約3,995億円の申告漏れを指摘され、課税処分の取り

消しを求めた訴訟14である15。

　まず、訴訟の事実関係について述べる（図１参照）。
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　①日本IBMの100％米国親会社は、平成14年４月に日本IBMグループの

有限会社に日本IBMの株式全部を１兆9,500億円で譲渡した。この有限会
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社は、米国親会社が日本IBM株式譲渡の２カ月前に会計事務所から購入

した会社であり、税務当局はペーパーカンパニーと認定していたが、IBM

は中間持株会社と主張した。また、株式購入資金の約７％は現金で支払っ

ていたが、残りの93％は未払で売主からの借金に振り替えていた。②その

後、この有限会社は、日本IBMに３度に渡り（平成14年12月、平成15年

12月、平成17年12月）、日本IBMの発行済株式の約22％を約4,298億円で譲

渡した（日本IBMの自己株式の取得）。この有限会社は、米国親会社から

購入した単価と同額の単価で、３度の株式譲渡を行ったので、会計上の譲

渡損益はゼロだが、税務上は約3,995億円の有価証券譲渡損失とみなし配

当が両建てで計上されたうえ、みなし配当は益金不算入であったため17、

結果的に約3,995億円の税務上の損金が生じた。③連結納税制度を利用し、

株式売買によって生じた欠損金と日本IBMの利益とを相殺することで、

納税額を1,200億円削減させた。

　IBM事件の争点は、株式譲渡で生じた法人税負担の減少が、法人税法

132条１項の「法人税の負担を『不当』に減少させたもの」に当たるか否

かということであった。裁判では、不当性の基準を、「専ら経済的、実質

的見地において当該行為又は計算が純経済人の行為として不合理、不自然

なものと認められるか否か」に求め、「本件各譲渡を含む本件一連の行為

に租税回避の意図が認められる旨の評価根拠事実として被告が挙げるいず

れの事実についても，これを裏付けるものと認めるに足りる証拠ないし事

情があるものとは認め難いというべきである。」とし、一連の税務処理に

よる法人税額の減少が法人税法132条１項にいう『不当』なものと評価さ

れるべきであると認めるには足りない、と判決を下した18。

　ハイブリッド・ミスマッチについて検討するため、本件の日本IBMグ

ループの有限会社の税法上の事業体区分に着目する（図２参照）。
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（図２）　IBM社の組織図
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税法上

損失を

の金額

　日本IBM社の事例で、日本IBMグループの有限会社で株式譲渡による

有価証券譲渡損失を計上しながら、米国IBMで莫大な譲渡益にかかる巨

額の納税を避けることができたのは、チェック・ザ・ボックス規則によっ

て日本IBMグループの有限会社を米国で「支店」として扱うことが可能

とされていたからである19。日本IBMグループの有限会社は、日本では日

本IBM社の子会社、米国では親会社である日本IBM社の親会社、米国

IBMの支店である。支店と子会社のハイブリッド・ミスマッチによって、

日米間で税効果にズレが生じている。

第２章　OECDにおける議論

　本章では、前章で述べたハイブリッド・ミスマッチの問題に対して、　

どのように対策をしているのかOECDやG20の動向を追う。BEPSプロジ

ェクト、BEPS行動計画15について述べたのち、第１章で述べた意図的に

ハイブリッド・ミスマッチを生じさせるスキームの防止策として勧告され

たBEPS行動計画２「複数国間の税務上の取り扱いの差異の効果を無効化

する措置」について、特にIBM社の事例に関する部分に着目して、敷衍
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する。

２−１　BEPSに対する問題意識

　多国籍企業や富裕層が国際的な租税回避をしようとの機運が高まってい

る一方、過度な税務戦略に対する反発が大きくなっている。多国籍企業が

二国以上の課税制度の違いを利用した租税回避によって、税負担を軽減し

ている問題を「BEPS」と呼び、問題視してきた。こうした状況を受けて、

2012年６月にOECDとG20（20カ国・地域）の首脳会議が連携して「BEPS

プロジェクト」を立ち上げて、多国籍企業の過度な税務戦略による課税逃

れを防止しようと各国共通の国際課税ルールの構築を図ってきた。BEPS

行動計画では、2015年中を目途にアクション・プランごとに方策を順次勧

告することを目標とし、2014年９月には第一次提言として７つのアクショ

ン・プランに関する報告書を公表した。そして、2015年10月５日、15の

アクション・プランそれぞれの最終報告書をまとめた最終パッケージが公

表された。以下がBEPS行動計画「最終報告書」の15項目である20。

①電子経済の課税上の課題への対応

②複数国間の税務上の取り扱いの差異の効果を無効化する措置

③CFC税制（外国子会社合算税制）を強化する

④利子損金算入や他の金融取引の支払いを通じた税源侵食を制限する

⑤透明性や実態を考慮しつつ、有害税制に対しより効果的に対抗する

⑥租税条約の乱用を防止する

⑦恒久的施設（PE）認定の人為的回避を防止する

⑧移転価格の結果が価値の創造と一致することを確保する：無形資産

⑨移転価格の結果が価値の創造と一致することを確保する：リスクと資本

⑩�移転価格の結果が価値の創造と一致することを確保する：その他の高リ

スク取引

⑪BEPSのデータを収集・分析する方法とそれに対処する行動の確率
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⑫納税者に乱用的な租税回避スキームについて開示要求

⑬移転価格の文書化を再検討する

⑭紛争解決メカニズムをより効果的なものにする

⑮各措置を迅速に実施する（多国間協定を開発する）

　これらの15項目の行動計画は勧告であり、強制力はない。OECDやG20

加盟国各国において、このBEPS最終報告書及びBEPSプロジェクトでの

議論に基づいた租税条約や国内法上の制度改正が進められている。

２−２　報告書におけるハイブリッド・ミスマッチの分類

　ハイブリッド・ミスマッチを利用した税負担の軽減が多国籍企業によっ

て行われている実態を踏まえ、国内法およびモデル租税条約の規定の見直

しの勧告を行う目的でOECDとG20によって議論が進められてきた。

BEPS行動計画の行動２「複数国間の税務上の取り扱いの差異の効果を無

効化する措置」に関して、2014年９月16日付けで報告書『Neutralising 

the Effects of Branch Mismatch Arrangements, Action ２』21が公表され

た。報告書は第１部と第２部で構成されている22。第１部では、ハイブリ

ッド・ミスマッチを類型化し、ハイブリッド・ミスマッチによる二重非課

税の是正のための国際法の措置の勧告を行っている。第２部では、モデル

租税条約の規定のうち双方居住者及びパス・スルー課税が課される事業体

に対する措置を提示し、国内法上の措置と租税条約の関係について分析を

している。

第１部

　勧告１　ハイブリッド金融商品の取扱いのルール

　勧告２　ハイブリッド金融商品の税務上の取扱いの個別勧告

　勧告３　無視されるハイブリッド支払のルール

　勧告４　リバース・ハイブリッドのルール

　勧告５‌�　リバース・ハイブリッド、輸入されたミスマッチの税務上の取
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扱いの個別勧告

　勧告６　控除可能なハイブリッドの支払ルール

　勧告７　二重居住者のルール

　勧告８　輸入されたミスマッチのルール

　勧告９　実施と相互の調整

　勧告10　仕組まれた取決めの定義

　勧告11　関連者、支配グループ、協働行為の定義

　勧告12　その他の定義

第２部

　勧告　OECDモデル租税条約１条、４条３項の改正

　なお、報告書では、ハイブリッド・ミスマッチを損金算入のされ方に着

目して、D/NI、DD、間接的なD/NIの３つに類型化している23。

ミスマッチ 概要

D/NI（Deduction/ 
No Inclusion）

支払者損金、受領者非認識
支払者の法管轄で損金算入になるが、受領者またはその投資
家のいずれの法域でも通常所得に含まれない支払。

D D （ D o u b l e 
Deduction）

同一費用の二重損金
同一費用が複数の法管轄で損金算入となる支払。

間接的なD/NI
直接的なD/NIまたはDDミスマッチの効果を第３国へ展開し
ている支払。

　報告書では、D/NI、DD、間接的なD/NIの３つの「ミスマッチの形態」

に分類し、さらに、「取引の類型」を６つ、モデル化している。D/NIのモ

デルとして、①ハイブリッド金融商品のケース、②無視される支払のケー

ス、③リバース・ハイブリッドへの支払のケース24、DDのモデルとして、

④ハイブリッドによって二重控除可能な支払のケース、⑤二重居住者の二

重控除可能な支払のケース25、間接的なD/NIのモデルとして⑥ミスマッ

チの輸入のケースが示されている。本稿では、IBM社の事例に対応する、
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DDの④ハイブリッドによって二重控除可能な支払のケースと、D/NIと

DDの事例を比較するために、D/NIのモデルからも①ハイブリッド金融

商品のケースを選んで、説明する。

①D/NI　ハイブリッド金融商品のケース（図３）26

　A社とB社でハイブリッド金融商品27となる契約を行うとする。B社で

は支払時に損金算入するが、A社では受取時に益金に算入しないため支払

者損金、受領者非認識となり、国際的二重非課税が生じる。

（図３）　ハイブリッド金融商品のケース28
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④DD　ハイブリッドによって二重控除可能な支払のケース（図４）29

　B社はB国で設立されたA社の事業体であり、A国においてパートナー

シップ、B国で法人として取り扱われるハイブリッド・エンティティであ

るとする。また、B社は銀行とローン契約を締結し、銀行に利子を支払う

とする。B国では、B社の損失（利子の支払）を、連結納税制度で、B社

のb子会社の益金と通算することができる。一方で、A国ではB社はパー

トナーシップであるため、B社はA社の子会社ではなく支店として判断さ
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れ、B社の利子の支払はA国の課税上はA社の損金として認識される。よ

って、B社の利子の支払は、B国では連結納税制度を通じて損金に算入さ

れ、A国ではA社の損金に算入される。同一費用の二重損金となり、国際

的二重非課税となる。

（図４）　ハイブリッドによって二重控除可能な支払のケース30
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２−３　ハイブリッド・ミスマッチ解決に向けての勧告

　報告書31では、ハイブリッド・ミスマッチの３つの種類D/NI、DD、間

接的なDDとそれぞれの類型を踏まえて、ハイブリッド・ミスマッチ無効

化の解決策を提示している（図５参照）32。なお、ハイブリッド・ミスマッ

チの無効化のための制度設計の原則として、①包括的なルール33、②自動

適用34、③他の租税回避対応ルールとの調整35、④適用の明確性と透明性、

⑤低コストの制度運用36、の５つの点が検討された37。国内法の改正によ

ってもなお二重非課税となり得る場合に、他国の非課税措置に対応して、

リンキング・ルール（linking rule）の導入を勧告している。リンキング・
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ルールは、主要規定（primary response）と防止規定（defensive rule）

に分かれ、ハイブリッド・ミスマッチが生じる場合には、主要規定が優先

されるような制度である。図５で示されるように、D/NIの無視される支

払のケース、DD、関節的なD/NIに関して国内改正法案が出ていないの

が現状である。

（図５）　ハイブリッド・ミスマッチ・ルールに係る勧告の概要38
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第３章　�国内法改正による我が国のハイブリッド・ミスマッチへの

アプローチ

　前に述べたように、BEPS行動計画には強制力はなく、各国がどれだけ

足並みを揃えて税制を見直せるかが対策の焦点となる。日本政府は、最終

報告書の発表を受けて、勧告を受け入れるよう、前向きに取り組んでき

た。本章では、日本政府が、どのようにハイブリッド・ミスマッチに対処

してきたのか、ハイブリッド・ミスマッチに関する日本の税制改正につい

て述べる。

３−１　外国子会社配当益金不算入制度の見直し

　BEPS行動計画２の勧告を踏まえ、子会社の所在地国で損金算入が認め

られる配当39に関して外国子会社配当益金不算入制度の見直し、及び税制

改正が行われ、平成28年４月１日以後開始事業年度から適用された40。受

取配当を非課税とする国は、配当を支払っている国が損益算入をしている

場合にはこの制度の対象外とすべきとするものである。

　オーストラリア優先株式のケースを具体的に取り上げる（図６参照）。

改正前は、優先株式にかかる配当が外国子会社配当不算入制度の対象であ

ったため、オーストラリア子会社においては損金に算入されるため非課税

となる。また、配当先の日本の親会社においても優先株式にかかる配当が

外国子会社配当不算入制度の対象となるため非課税となり、この状況にお

いて二重非課税が生じていた。そこで、外国子会社益金不算入制度の見直

しを行い、税制改正によって、優先株式にかかる配当が外国子会社配当不

算入制度の対象から除外した。よって、オーストラリア子会社においては

損金に算入されるが、配当先の日本の親会社においては優先株式にかかる

配当が外国子会社配当不算入制度の対象外となるため、益金に算入され課
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税対象となり、二重非課税が解消された。

（図６）　オーストラリアの優先株式のケース41
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終章　おわりに

　本稿では、まずハイブリッド・ミスマッチ、チェック・ザ・ボックス規

則について述べたのち、OECDとG20によるハイブリッド・ミスマッチへ

の取り組みと日本政府による国内法改正について確認し、事業体課税の課

題について議論してきた。日本政府はBEPS行動計画による勧告を受け

て、外国子会社配当益金不算入制度を見直し、国内法改正を行って、積極

的にハイブリッド・ミスマッチの防止に取り組んできた。ところが、BEPS

行動計画２の勧告にD/NIの無視される支払のケース、DD、間接的なD/

NIに関して国内法が改正されていないのが現状であり、現段階では、国

内法によって、第１章で取り上げた日本IBM社のような支店と子会社の

ハイブリッド・ミスマッチを防ぐことはできない。また、本人の選択でパ

ス・スルー課税にするか、団体課税にするかを決められる、チェック・

ザ・ボックス規則が米国で定められていることで、日本国内で法律を整備

したとしても、ねじれ現象が起きることは避けられないと思われる。我が

国で未だ対策がなされていない、一方の国では支店、もう一方の国では子

会社の状態を作り出すハイブリッド・ミスマッチのケースを防止しなけれ
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ばならないだろう。具体的にどのように改正を行うべきかについては、今

後の研究課題とする。

　本稿では、事業体課税の課題について取り組んできたが、納税者と政府

は常にイタチごっこの状態であり、法改正を行っても、新たな租税回避ス

キームが生み出されるであろう。今後も、国際課税の動向に注目し、行き

過ぎた租税回避に対して適切に対処するために研究を続けたい。

【脚　　注】
１　加盟国は34カ国。
２　OECD非加盟のG20加盟国は８カ国。
３　BEPSプロジェクトとは、多国籍企業が国際的な税制の隙間や抜け穴を利用した租税回

避によって、税負担を軽減している問題「税源浸食と利益移転」（BEPS: Base Erosion 
and Profit Shifting）に対処するために立ち上げられたプロジェクト。

４　津田英章「多国籍企業と課税−アップル社による租税回避の事例−」一橋研究40巻３号
１-18頁（2015年）

５　東京地判平成26年５月９日判タ1415号186頁、 東京高判平成27年３月25日訟務月報61巻
11号2041頁

６　沼田博幸『組合形式の事業体に対する消費税の課税について−パススルー課税の問題点
を中心に−』会計論叢p.18

７　平慎之佑「ハイブリッド・エンティティに係る課税問題についての考察」租税資料館	
http://www.sozeishiryokan.or.jp/award/023/z_pdf/ronbun_h26_17.pdf

８　増井良啓・宮崎裕子『国際租税法』　p.231
９　増井良啓・宮崎裕子『国際租税法』　p.233
10　キントナー規則は、①企業の継続性、②運営管理の集中、③有限責任性、④持分の自由

譲 渡 性 と い う ４ 要 素 に よ る 米 国 法 上 の 法 人 類 似 性 基 準（four-factor corporate 
resemblance test）である。米国最高裁のMorrissey v. Commissioner事件判決とUnited 
States v. Kintner事件における米国第９巡回控訴裁判所の意見を成文化したものであっ
た。キントナー規則は一見単純なようであるが、実質判断と形式判断が混在したものであ
り、実際上は困難を伴うケースが多く、特に実質判断を行う上では相当な分析等を必要と
した。

11　加藤久子　マイク・ビュー『グローバル・タックス・ミニマイゼーション　米国多国籍
企業の税務戦略 “チェック・ザ・ボックス” 規定の活用』国際税務20巻５号p.34（2000年）
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